資料４　平成３０年３月１４日ＳＯＦＴＩＣ判例ゼミ

「データの保護及び活用の問題」

「著作権法の一部を改正する法律案」（平成３０年２月２３日提出）について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　粟田英一

１　改正の趣旨

　　デジタル・ネットワーク技術の進展により、新たに生まれる様々な著作物の利用ニーズに的確に対応するため、著作権者の許諾を受ける必要がある行為の範囲を見直し、情報関連産業・・・等におけるアーカイブの利活用に係る著作物の利用をより円滑に行えるようにする。

２　改正の概要（４項目あるが１番目の項目について）

　　デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定の整備（第３０条の４、第４７条の４、第４７条５等関係）

· 著作物の市場に悪影響を及ぼさないビッグデータを活用したサービス等

（※）のための著作物の利用について、許諾なく行えるようにする。

　　※　例えば現在許諾が必要な可能性がある以下のような行為が、無許諾で利用可能となる。

　　　○所在検索サービス（例：書籍情報の検索）

　　　　　著作物の所在（書籍に関する各種情報）を検索し、その結果と共に著作物の一部分を表示する。

　　　○情報解析サービス（例：論文の登用の検証）

　　　　　大量の論文データを収集し、学生の論文と照合して盗用がないかチェックし、盗用箇所の原典の一部分を表示する。
· イノベーションの創出を促進するため、情報通信技術の進展に伴い将来新

たな著作物の利用方法が生まれた場合にも柔軟に対応できるよう、ある程度抽象的に定めた規定を整備する。

３　改正条文について　　　　注：重要と思われる箇所に下線を引きました
（１）改正法案第３０条の４の抜粋

　　　著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用

　　　柱書　著作物は、次に掲げる場合その他の当該著作物に表現された思想又は感情を自ら享受し又は他人に享受させることを目的としない場合には、その必要と認められる限度において、いずれの方法によるかを問わず、利用することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該利用の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。

　　　１号　著作物の録音、録画その他の利用に係る技術の開発又は実用化のための試験の用に供する場合

　　　２号　情報解析（多数の著作物その他大量の情報から、当該情報を構成する言語、音、映像その他の要素に係る情報を抽出し、比較、分類その他の解析を行うことをいう。第４７条の５第１項第２号において同じ。）の用に供する場合　
　　　３号　前２号に掲げる場合のほか、著作物の表現についての人の知覚による認識を伴うことなく当該著作物を電子計算機による情報処理の過程における利用その他の利用（プログラムの著作物にあっては、当該著作物の電子計算機における実行を除く。）に供する場合
（２）改正法案第４７条の４の抜粋
　　　電子計算機における著作物の利用に付随する利用等
　　　１項柱書　電子計算機における利用・・・に供される著作物は、次に掲げる場合その他これらと同様に当該著作物の電子計算機における利用を効率的に行うために当該著作物の電子計算機における利用に付随する利用に供することを目的とする場合には、その必要と認められる限度において、いずれの方法によるかを問わず、利用することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該利用の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。　（１号、２号、３号は省略）
　　　２項柱書　電子計算機における利用に供される著作物は、次に掲げる場合その他これらと同様に当該著作物の電子計算機における利用を行うことができる状態を維持し、又は当該状態に回復することを目的とする場合には、その必要と認められる限度において、いずれの方法によるかを問わず、利用することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該利用の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。　（１号、２号、３号は省略）
（３）改正法案第４７条の５

　　　電子計算機による情報処理及びその結果の提供に付随する軽微利用等
　　　１項柱書　電子計算機を用いた情報処理により新たな知見又は情報を創出することによって著作物の利用の促進に資する次の各号に掲げる行為を行う者・・・は、公衆への提供又は提示（送信可能化を含む。以下この条について同じ。）が行われた著作物（以下この条及び次条第２項第２号において「公衆提供提示著作物」という。）（公表された著作物又は送信可能化された著作物に限る。）について、当該各号に掲げる行為の目的上必要と認められる限度において、当該行為に付随して、いずれの方法によるかを問わず、利用（当該公衆提供提示著作物のうちその利用に供される部分の占める割合、その利用に供される部分の量、その利用に供される際の表示の精度その他の要素に照らし軽微なものに限る。以下「軽微利用」という。）を行うことができる。ただし、当該公衆提供著作物に係る公衆への提供又は提示が著作権を侵害するものであること・・・を知りながら当該軽微利用を行う場合その他当該公衆提供提示著作物の種類及び用途並びに当該軽微利用の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
　　　１号　電子計算機を用いて、検索により求める情報・・・が記録された著作物の題号又は著作者名、送信可能化された検索情報に係る送信元識別符号・・・その他の検索情報の特定又は所在に関する情報を検索し、及びその結果を提供すること。
　　　２号　電子計算機による情報解析を行い、及びその結果を提供すること。

　　　３号　前２号に掲げるもののほか、電子計算機による情報処理により、新たな知見又は情報を創出し、及びその結果を提供する行為であって、国民生活の利便性の向上に寄与するものとして政令で定めるもの
　　　２項　前項各号に掲げる行為の準備を行う者（当該行為の準備のための情報の収集、整理及び提供を政令で定める基準に従って行う者に限る。）は、公衆提供提示著作物について、同項の規定による軽微利用の準備のために必要と認められる限度において、複製若しくは公衆送信・・・を行い、又はその複製物による頒布を行うことができる。ただし、当該公衆提供提示著作物の種類及び用途並びに当該複製又は頒布の部数及び当該複製、公衆送信又は頒布の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
（４）現行法中で削除される条項があることに注意

　　　例えば、「情報解析のための複製等」に関する現行法第４７条の７は今回の改正で削除される。
　　　情報解析のための複製等
　　　著作物は、電子計算機による情報解析（多数の著作物その他の大量の情報から、当該情報を構成する言語、音、映像その他の要素に係る情報を抽出し、比較、分類その他の統計的な解析を行うことをいう。以下この条において同じ。）を行うことを目的とする場合には、必要と認められる限度において、記録媒体への記録又は翻案（これにより創作した二次的著作物の記録を含む。）を行うことができる。ただし、情報解析を行う者の用に供されたデータベースの著作物については、この限りでない。
　　　その他、現行法第４３条、第４７条の８、第４７条の９などが削除予定

　　　現行法の削除部分と、改正法の変更部分・新設部分との対比・検討が今後必要となると考えられる。

（５）施行期日（予定）

　　　上記については平成３１年１月１日に施行予定
注：本書１項及び２項については「著作権法の一部を改正する法律案の概要」によりました。
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